
第１　任免及び職員数に関する状況

　１　平成２７年度職員別退職者
（単位：人）

普通退職
人事交流
（割愛）

懲戒免職
再任用
退職

死亡退職

一般行政職 9 2 1 1 2 15

技能労務職 1 1

計 10 2 1 1 2 16

　２　平成２７年度三種町職員採用候補者名簿搭載試験の実施状況

採用試験
申込者数

第１次試験
受験者数

第１次試験
合格者数

最　　　終
合格者数

一般行政 19 19 10 2 2

技能労務

一般行政 3 3 3 3 3

技能労務

一般行政 20 20 9 4 4

技能労務

平成２８年３月３１日まで

派遣先 期　　　間

三種町 秋田県企画振興部市町村課

能代山本広域市町村圏組合

派遣元

平成２８年３月３１日まで

区　分 定年退職

試験区分

三種町

平成２８年４月１日
採　　用　　者

（注）一般行政職　・・・単労を除くすべての職員をいう。

三種町人事行政の運営等の状況

（単位：人）

早期退職
その他

計

平成28年9月30日

　　　技能労務職　・・・運転手、校務員、火葬業務等の職員をいう。

　３　人事交流及び派遣職員（平成２７年度）

上級

中級

初級



27年 28年

議　会 3 3

総　務 49 53 4

税　務 12 12

民　生 36 36

衛　生 14 15 1

農林水産 22 21 -1

商　工 7 7

土　木 20 14 -6

小　計 163 161 -2

特別行政 教　育 26 25 -1

水　道 3 3

下水道 4 4

その他 14 14

小　計 21 21

210 207 -3

　　４　教育には、教育長を含んでいません。

区　分
住民基本
台帳人口

（27年度末）

人件費率
　Ｂ／Ａ

17,641 15.6

人 ％

　２　職員給与費の状況（普通会計決算） 職員数 203

職員手当

101,762 5,324

千円 千円

1,742,282
平成２７年度

千円 千円 千円

11,173,025 242,684

（注）　公営企業等会計部門

　１　人件費の状況（普通会計決算）

歳　出　額
　　　　　　　　　　　Ａ

　　１　水道は、水道事業及び簡易水道事業職員です。

　　２　下水道は、下水道事業及び農業集落排水事業職員です。

実　質　収　支
人　件　費

　
Ｂ

　　３　その他は、国保事業、介護事業職員です。

第２　給与、勤務時間その他の勤務条件の状況

公
営
企
業
等

会
計
部
門

合　　　計

学校校務員退職者不補充による減

業務増による

本庁・支所業務事務の合理化等による減

本庁・支所業務事務の合理化等による減

　４　部門別職員数の動向（各年４月１日現在）

備考
　　　　　　　区　分
部　門

職員数 対前年
増減数

本庁・支所業務事務の合理化等による増
一
 

般
 

行
 

政
 

部
 

門

区　分
給　　　与　　　費

給　　　　料 期末・勤勉手当

711,682
平成２７年度

千円

267,390

千円 千円

計

1,080,834

（注）　１　職員手当には、退職手当を含みません。

　　　　２　職員数は、平成２７年４月１日現在の普通会計における人数です。

　３　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

一人あ
たりの
給与費



《参考》

藤里町 八峰町 大潟村 五城目町 井川町 八郎潟町 上小阿仁村 能代市

94.1 92.9 93.2 90.4 89.5 85.2 92.3 95.2

大学卒

高校卒

高校卒

中学卒

大学卒

高校卒

高校卒

中学卒

１３４，２００円

１４２，０００円

区　　　分 三種町 県内町村平均 全国町村平均

平成２７年 92.391.8 95.8

（注）　１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

平成２６年 91.8 92.1 95.6

一般行政職
１７６，７００円

１４４，６００円

１７６，７００円

１４４，６００円

　４　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２８年４月１日現在）

平均給与月額平均給料月額

周辺市町村のラスパイレス指数（平成２７年４月１日現在）

３１２，１００円

※

※

43.9 ３１３，４００円

区　　　分 平均年齢

48.8 ２８６，４００円

一般行政職

三種町 秋田県

２８３，０００円

うち校務員

うち運転手

うち火葬業務

技能労務職

（注）　１　「平均給料月額」とは、各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と扶養手当、住居手当、時間外手当などの諸手当の額を合計したものです。

３５３，７００円

39.1

49.5

※

※

１４４，６００円

48.5 ３１２，６００円

　　　  ※　「運転手」、「火葬業務」については、職員数２名以下であり、個人が特定されるおそれがあるため公表しない。

１７６，７００円

２７１，７００円 ２９９，８００円

２１２，０００円 ３００，４００円

単　労　職

－

　（３）　職員の経験年齢別・学歴別平均給料月額の状況（平成２８年４月１日現在）

技能労務職
－１４２，０００円

２０年以上２５年未満

３４４，２００円

３０９，０００円

２６５，２００円

－

（注）　経験年数は、卒業後の換算年数です。採用前に民間企業等で勤務した場合などは、その期間を換算し、
　　 採用後の経験年数に加えます。

区分　/　経験年数 １０年以上１５年未満 １５年以上２０年未満

一般行政職

　（１）　一般行政職の級別職員数の状況（平成２８年４月１日現在）

－ ２３１，０００円

－ －

　５　級別職員数等の状況

国

　（２）　職員の初任給の状況（平成２８年４月１日現在）

区　　　分

－



６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

主管・課長 参事・課長補佐
係　　長・
上席主査

主席主査
・主　　査

主　任 主　事

12 28 30 50 9 22 151

7.9 18.5 19.9 33.1 6.0 14.6 100.0

全職種

210

千円

区　分 自己都合

２０．４４５月分

２９．１４５月分

４１．３２５月分

４９．５９０月分

３４．５８２５０月分

４９．５９０００月分

４９．５９０００月分

・定年前早期退職特例
　（２～４５％）

17,622千円

支給実績（平成２７年度決算）（7人）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２７度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２７年度）

４３１，０００円

６１，５７１円

3.33%

　（２）　昇給期間短縮の状況

区分

標準的な職務内容

職員数（人）

構成比（％）

計

（注）　１　職員数は、給与条例に基づく給料表の級区分によります。

　　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（注）　退職手当１人あたり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

その他の加算措置

勤続２０年

勤続２５年

最高限度額

区　　　　　　分

職員数（人）Ａ

比率（Ｂ／Ａ）

特別昇給した職員数（人）B平成２７年度

勤続年数

支給率
勤続３５年

1,273

勧奨・定年

２５．５５６２５月分

１人あたりの平均支給額

加算措置の状況
（職制上の段階、職務の等級によ
る加算措置）

・役職加算
  課長・補佐級 　１５％
　係長級　　　　　１０％
　主査級　　　　　　５％

　（２）　退職手当（平成２８年４月１日現在）

６　職員の手当の状況
　（１）　期末手当・勤勉手当

平成２７年度支給割合
・期末手当　 2.50月分
・勤勉手当　 1.55月分

１人あたり平均支給額（２７年度）

　（３）　特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在）



手当名
国との
同　異

扶養手当 同

住居手当 同

通勤手当 同

管理職手当 異

管理職員特
別勤務手当 同

休日勤務
手当 同

夜間勤務
手当 同

手当名
国との
同　異

宿日直手当 同

支給職員一人当たり
平均支給年額
（２７年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２７年度決算）

２３，８９５千円

２５９，７２８円

・主管、総務課長　　　　　　 　　月額48,000円
・課長、次長、局長、支所長　　月額40,000円
・参事　　　　　　　　　　　　　　 　月額32,000円
・課長補佐等、園長、専門鑑　 月額22,000円

・交通機関利用　支給限度額　55,000円
・自動車等利用　支給限度額　31,600円

内容及び支給単価
支給実績

（２７年度決算）

１５，７９８千円

ボイラーの運転業務 １日　１，０００円

火葬従事職員

管理職支給対象職員が、臨時又は緊急の必
要があり、週休日などに勤務した場合に支給
１回の勤務につき12,000円以内
（６時間を超える勤務の場合は５割加算）

休日法による休日などに勤務した職員に支給
１時間あたりの給与額×１３５／１００×勤務時
間数

－

２３，８５９千円

２３９，５００円
（２２人）

税務徴収職員 税金の徴収業務

主な支給対象職員

内容及び支給単価

・配偶者　　      　                    13,000円
・扶養親族たる子、父母等（１人につき）6,500
円
・扶養親族の要件を満たさない配偶者
  を有する者のその他の扶養親族の１人目
6,500円
・配偶者のない職員の扶養親族１人目
11,000円
・16歳から22歳の子１人につき　    5,000円加
算

１０，６０９千円

ボイラー運転業務手当

火葬業務手当 火葬業務 １日　１，０００円

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

１９２，４１１円
（１２４人）

正規の勤務時間として午後１０時から午前５
時までの間に勤務した職員に支給
一時間当たりの給与額×150／100×勤務時
間数

３０３，８０７円
（５２人）

３２８千円

支給職員一人当たり
平均支給年額
（２７年度決算）

５，２６９千円

１６，４００円
（２０人）

－

６２，０４０円
（１７１人）

４時間未満　４００円（１日）
４時間以上　６００円（１日）

町税徴収手当

－

借家支給限度額　27,000円

－

ボイラー運転従事職員

※選挙時間外手当を除く。

　（４）　時間外勤務手当（普通会計職員）

支給実績（平成２７年度決算）

－

　（５）　その他の手当（普通会計職員）（平成２８年４月１日現在）

手当の名称

－

支給実績
（２７年度決算）

宿日直勤務をした職員に支給
勤務１回につき４，２００円



寒冷地手当 同

区　分

町　長

副町長

教育長

議　長

副議長

議　員

町　長

副町長

教育長

始業 終業

番号

1

2

3

4

5

番号

7

8

9

休暇の種類 期　　　　　　間

出産の日の翌日から８週間

２．９２５月分

５日の範囲内

２８８，０００円

　町長、副町長及び教育長の退職手当

　（１）　一般職の勤務時間の状況（平成２８年４月１日現在）

１週間の
正規の勤
務時間

２日の範囲内

38時間45分

職員の結婚

必要と認められる期間

6

勤務を要しない休日

産後

育児時間（１才未満の子の授乳等）

17:15
１２：００～
１３:００

出産までの申請期間

ボランティア

必要と認められる期間

　（２）特別休暇の導入状況（平成２８年４月１日現在）

給料・報酬月額 期末手当

１２，７６８千円

公民権の行使

8:30

２．９２５月分

必要と認められる期間

２．９２５月分

２５５，０００円

休憩時間

２．９２５月分

２．９２５月分

勤務時間

１１月から翌年３月までの間現に支給地域に
在勤する職員に対して支給
・世帯主で扶養親族のある職員　　17,800円
・世帯主で扶養親族のない職員　　10,200円
・その他の職員　　　　　　　　　　　　　7,360円

６３，２０７円
（２０２人）

－

給料月額（７５５，０００円）　×　０．４７　×　勤続月数（任期毎）

給料月額（５１３，０００円）　×　０．２１　×　勤続月数（任期毎）

８　勤務時間その他の勤務状況

２４１，０００円

国民の祝日
１２月２９日から
翌年１月３日

妻の出産

証人、鑑定人、参考人等出頭

１日２回３０分以内

寒冷地手当

連続する５日の範囲内

骨髄移植

妻の出産に伴う、出産に係る子または未就学児童の
養育

休暇の種類

産前（６週間以内に出産予定である女子）

１暦年５日の範囲内

５６０，０００円
支給方法・支給額は

一般職員に同じ

期　　　　　　間

７５５，０００円

給料月額（５６０，０００円）　×　０．２８　×　勤続月数（任期毎）

７　特別職の報酬等の状況（平成２８年４月１日現在）

５１３，０００円 ２．９２５月分



10

11

13

14

15

16

17

降任 免職 休職 降給

1

免職 停職 減給 戒告処　分　事　由

法令に違反

７月から９月までの期間での３日の範囲内

兄弟姉妹の配偶者　１日

12 親族の死亡

配偶者の父母　連続する３日の範囲内

　１　一般職員の年次休暇の取得状況

　１０．７日

配偶者の祖父母　１日

職務上の義務違反または職務を怠った

（注）１月１日から１２月３１日までの全期間を在職した町長部局の一般職員の平均使用日数

１日父母の法要等（死後１５年以内に限る）

その都度必要と認められる期間

夏季休暇

地震災害、交通事故による出動困難

　１　分限処分の状況（平成２７年度）

１暦年５日の範囲内
（子が２人以上の場合は１０日）

平成２７年度平均使用日数

孫　１日

１暦年５日の範囲内
（介護者が２人以上の場合は１０日）

処　分　事　由

勤務成績が良くない

心身の故障

職務に必要な適格性を欠く

その都度必要と認められる期間地震等災害による退勤時の危険回避

職制、定数の改廃等による廃職、過員

刑事事件に関し起訴された

７日の範囲内で必要と認められる期間地震等災害被害の復旧

第４　服務の状況

全体の奉仕者にふさわしくない非行があった

配偶者、父母　連続する７日の範囲内

子　連続する５日の範囲内

祖父母　連続する３日の範囲内

その他

　２　懲戒処分の状況（平成２７年度）

第３　分限及び懲戒処分の状況

子（未就学児童）の看護

要介護者の介護等

兄弟姉妹　連続する３日の範囲内

子の配偶者　１日



３月以下
３月超え
６月以下

６月超え
９月以下

９月超え
１年以下

１年超え１
年３月以

下

１年３月超
え１年６月

以下

１年６月
超え２年

以下

男性

女性 1 1

計 1 1

日数 人数

4 9

3 9

2 5

2 5

2 6

2 8

2 1

2 1

2 1

2 3

2 3

2 2

日数 人数

2 3

2 1

2 1

2 1

市町村職員主任級職員研修

県・市町村合同研修「コーチング」

県・市町村合同研修「クレーム対応力」

県・市町村合同研修「実務に活かせる政策法務」

研修名

市町村職員監督者級Ⅰ研修

市町村職員監督者級Ⅱ研修

県・市町村合同研修「創造的問題解決」

合計

育児休業承認期間

　　　　平成２７年度に介護休暇を取得した職員　　　

第５　研修及び勤務成績の評定の状況

　１　研修の状況（平成２７年度）

研修名

市町村新規採用職員研修（前期）

市町村新規採用職員研修（後期）

市町村職員３年目職員研修

　２　介護休暇の取得状況

　平成２７年度に新たに育児休業を取得した職員とその期間

区分

　３　育児休業の取得状況

０人

県・市町村合同研修「業務改善」

県・市町村合同研修「認識力・判断力養成」

県・市町村合同研修「業務理解力向上」

県・市町村合同研修「要因分析」

県・市町村合同研修「行政職員のための実用文書作
成」

県・市町村合同研修「段取り力向上」



2 1

2 2

2 2

2 2

1 1

1 2

1 3

2 2

3 1

5 4

4 1

1 2

10 1

1 1

1 7

1 196

74 287

ア

イ

ウ

市町村アカデミー研修

海外研修

　２　勤務成績の評定状況

勤勉手当

普通昇給

　（１）評定を実施している項目

特別昇給

県・市町村合同研修「情報分析」

県・市町村合同研修「業務マネジメント」

県・市町村合同研修「業務に役立つ法令の読み方」

県・市町村合同研修「データの見方・活かし方」

県・市町村合同研修「住民との協働によるまちづくり」

地方公会計統一基準・緊急特別セミナー

県・市町村合同研修「アイデア発想・提案力を磨く」

県・市町村合同研修「人口減少時代の地域コミュニ
ティ」

市町村アカデミー研修

計

市町村アカデミー研修

東北自治研修所研修

自治振興セミナー研修

庁内研修「人事評価研修」

三町連絡協議会職員研修



２件

０件

　　２１人

　　４６人

　　１５人

１２８人

日帰りドック

職員の健康管理のため、毎年健康診断を実施しています。

公務災害

脳ドック

通勤災害

　２　不利益処分についての不服申立の状況　・・・・・　０　件

 ３　その他福利厚生

　　　職員衛生委員会の開催　　（２回）

第７　秋田県公平委員会への要求等の状況

　１　勤務条件に関する措置の要求の状況　　・・・・・　０　件

受診者数

　（２）健康診断の実施状況

第６　福祉及び利益の保護の状況

　１　公務災害及び通勤災害の認定件数（平成２７年度）

１泊ドック

　（１）秋田県市町村職員共済が実施している人間ドックの利用状況

　２　健康診断等の実施状況（平成２７年度）


